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１ 局の事務事業の分類  
 

 会計管理局の事務事業は、地方自治法の規定に基づいて設置された「会計管

理者」として行う事務を始め、法令の根拠及び事務の権限に基づき、次の４つ

に分類することができる。  

 

１ 会計管理者が知事から独立した権限により行う会計事務 

 ・現金の出納及び保管 

 ・有価証券の出納及び保管 

 ・物品の出納及び保管 

 ・現金及び財産の記録管理 

 ・支出負担行為の確認（審査事務） 

 ・決算の調製 など 

 

２ 知事の補助機関として行う事務 

 ・基金の運用管理 

 ・一時借入金 

 ・指定金融機関等に関する事務 

 ・用品に関する事務 など 

 

３ 地方自治法上の法定受託事務として行う事務 

 ・国の歳入・歳出に係る歳入徴収官、官署支出官等として行う国の会計事務 

 

４ 地方公営企業法の一部が適用される準公営企業についての会計事務 

 ・東京都特別企業出納員事務取扱規則により、特別企業出納員（会計管理局

管理部長）に委任された会計事務 
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２ 会 計 事 務 
会計企画課・出納課・警察出納課・消防出納課 

会計管理者は、普通地方公共団体の会計事務をつかさどる（地方自治法第

170 条第１項）。会計事務とは、収入及び支出の執行手続、決算の調製、物品

に関する事務等の総称である。 

会計管理者の所管する会計は、一般会計及び 18 特別会計である。 

 

(１ ) 収 入 事 務  

収入とは、地方公共団体の事務を執行するために必要な支払の財源となる

べき現金（現金に代えて納付される証券を含む。）の収納をいい、一会計年度

における一切の収入を歳入という。 

 

ア 徴収事務 

歳入の徴収権限を知事から委任された歳入徴収者（局長又は所長）は、

歳入を収入すべき時期が到来したときは直ちに、所属年度・歳入科目・納

入すべき金額・納入義務者等に誤りがないか、法令又は契約等に違反して

いないかなどを調査し、決定（調定）しなければならない。 

歳入徴収者が調定したときは、収入及び支出の命令に関する事務を知事

から委任された収支命令者（局又は所の予算事務主管課長等）は、その内

容を財務会計システムに登録する。 

また、歳入徴収者が歳入を徴収しようとするときは、原則として納入通

知書を作成して納入義務者に送付することにより、納入の通知をする。 

 

イ 収納事務 

納入の通知を受けた納入義務者は、口座振替による納付、マルチペイメ

ントネットワーク(※１)利用による電子納付、納入通知書に現金を添え、

納付場所として指定されている公金取扱金融機関の窓口若しくは各局・所

の金銭出納員（局又は所の予算事務を取り扱う課長代理）に納付又は小切

手等の証券により納付する（都税の一部及び放置違反金（※２）はコンビ

※１  「 マルチペイメントネットワーク」 については、用 語 解 説 (P82)参 照  

※２  「 放 置 違 反 金 」 については、用 語 解 説 (P82)参 照  
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ニエンスストアも可）。また、自動車税種別割、個人事業税、固定資産税、

都市計画税、不動産取得税等については、インターネットを通じたクレジ

ットカードやスマートフォン決済アプリによる納付も可能である。 

指定金融機関は、公金取扱金融機関との間で収納金の資金決済を行い、

指定金融機関の会計管理者口座に入金するとともに、公金取扱金融機関か

ら納入済通知書を集約し、会計管理者に送付する。 

会計管理者は、納入済通知書を基に収入済データを作成して財務会計シ

ステムに登録し、所属年度、歳入科目及び主管局・所別に収入計上を行う。 

歳入徴収者は、財務会計システムから収入情報を取得して、調定情報と

突合するなど歳入の管理を行う。 

なお、金銭出納員とは、その所管に属する現金の収納及び払込の事務等

を会計管理者から委任された者をいい、局又は所の予算事務を取り扱う課

長代理等をもって充てられている。 

＜収入事務フロー図＞ 
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(２ ) 支 出 事 務  

支出とは、地方公共団体の事務を執行するために必要な現金の支払をいい、

歳出予算を執行することを意味する。支出には、支出の原因となるべき契約

その他の行為（支出負担行為）から現金の支払までの一切の行為が含まれる。 

ア 審査事務 

支出事務の手続は、支出負担行為、支出決定、支出命令、審査、支払の

順に行われる。 

会計管理者又は特別出納員は、収支命令者が発行した支出命令書の送付

を受けたときは、支出命令に係る支出負担行為が法令又は予算に違反して

いないこと、当該支出負担行為に係る債務が確定していること等について

審査し、確認しなければならない。 

会計管理者又は特別出納員は、この確認ができないときは当該支出命令

書を収支命令者に返付しなければならない。 

なお、特別出納員とは、100 万円未満の支出負担行為等一定の要件を満

たす収支命令についての審査を会計管理者から委任された者をいい、局又

は所（警視庁、東京消防庁及びこれらに所属する所を除く。）の予算事務を

取り扱う課長代理等をもって充てられている。 

イ 支払事務 

会計管理者は、審査事務が完了したときは、当該支出命令書を執行し、

債権者に対して支払を行う。 

支払の方法には、指定金融機関に支払通知書を交付して支払手続をさせ

る口座振替払、現金払、払込み、送金払及び会計管理者が自ら債権者に支

払を行う小切手払がある。 

なお、公共料金（電気料金、ガス料金、水道料金及び電話料金）の支払

事務については、一部を除き、公共料金支払システムにより、会計管理局

において一括処理している。 
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＜支出事務フロー図＞ 

 

(３ ) 災 害 時 の支 払 訓 練  

地震等の災害が発生したときは、財務会計システムの停止や交通機関の不

通等により、会計事務に様々な支障が生じるおそれがある。そのため、災害

時においても円滑な支払事務が行えるよう、局内外に対して支払事務に関す

る各種訓練を実施している。 

 

ア 各局・所訓練（支出命令） 

各局・所の担当者に災害時における支出手続を身に着けてもらうことを 

目的として、本庁各局・所の総務担当部門の防災又は経理担当者並びに警

視庁及び東京消防庁の各部の経理担当者を対象に、手書きによる支出命令

書の作成等の訓練を実施している。 
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イ 当局訓練（審査・出納） 

災害時における審査・出納事務の知識を習得することを目的として、出 

納課の全職員、局間転入者及び新規採用者を対象に、支出命令書の審査、

支払通知書の作成等の訓練を実施している。また、警察出納課及び消防出

納課においても、同様の訓練を定期的に実施している。 

 

支出

命令書

災害時の支払訓練の内容

支払

通知書

各局所が

手書きで

作成

出納課が

手書きで

作成

審査支出命令

出納

支払

 

 

(４ ) 決 算 事 務  

決算は、一会計年度内の歳入歳出予算に対する実際の収支の状態を計数的

に明らかにした実績表である。その役割は、議会や都民に対して、予算の執

行を通じて普通地方公共団体の行政目的が効果的かつ効率的に達成されたか

どうかを検証するための判断材料を提供すること、また、検証の結果を、次

年度以降の予算編成につなげるなど、行政運営に的確に反映させることであ

る。 

決算は、地方自治法第 233 条及び地方自治法施行令第 166 条に規定されて

おり、都においては下記のとおり取り扱っている。 

 

ア 決算調製と議会への認定付議 

会計管理者は、会計年度ごとに決算を調製し、出納閉鎖後３か月以内、

すなわち、毎年８月 31 日までに知事へ提出する。会計管理者が調製する書
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類は、歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書である。 

知事は、これらの書類を監査委員の審査に付し、監査委員から決算審査

に関する意見を受けた後、当該決算に係る会計年度における主要な施策の

成果を説明する書類とともに議会へ提出し、第三回定例会において議会の

認定に付している。 

 

イ 議会における決算の認定 

議会は、認定に付された決算を審査するため、各会計決算特別委員会を

設置して審査を付託している。当委員会における全局の審査が終了すると、

審査終了に伴う報告を直近に開催される議会で行い、議会は、決算審査報

告に基づいて決算の認定に関する議決を行う。 

 

ウ 公表 

知事は、議会の認定に付した決算の要領を都民に公表するため、東京都

公報に登載する。 

 

＜決算事務フロー図＞ 
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 (５ ) 物 品 管 理 事 務  

物品管理は、会計管理者所属各会計の歳出予算の執行により取得した所有

動産及び借用動産等について、適正かつ効率的な供用を図るとともにその状

態を良好に維持することを目的に行われる。 

物品の出納及び保管（使用中の物品に係る保管を除く。）は会計管理者の

職務権限である(地方自治法第 170 条第２項第４号)が、物品出納員に、その

所管に属する物品の出納保管事務を委任している。なお、物品出納員とは、

部、部を置かない局及び所の物品の契約事務又は調達事務を取り扱う課長代

理等をもって充てられている。 

物品出納員に対して受入れ及び払出しの出納通知を行う事務は、知事から

物品管理者（局の課長及び所の物品の契約事務又は調達事務を取り扱う課

長）に委任されており、また、物品管理者は、供用中の物品が適正かつ効率

的に使用されるよう使用者を監督するとともに、定期的に状況確認を実施す

る。 

会計管理者は、物品管理事務の指導統括を行うほか、重要物品（備品又は

動物のうち本体価格及び付随費用の合計が 100 万円以上のもの）に係る財産

に関する調書の調製等を行っている。 

（令和４年度末重要物品集計一覧表：資料編(２)P78 参照） 

 

＜物品管理事務フロー図＞ 
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３ 会計制度の企画 

会計企画課 

会計管理局では、規則改正など、都の会計制度に関する企画・調査・改善

の調整を担当し、会計事務の簡素・効率化を図るとともに、各局・所におけ

る適正な事務の確保に努めている。 

 

(１ ) 会 計 制 度 の企 画  

会計管理局では、会計事務に関する法令改正や国の制度変更に対応し、「東

京都会計事務規則」及び「東京都物品管理規則」の改正や制度の見直しを行

っている。また、時代の変化に対応した支出事務のデジタル化や新たな公金

収納方法の検討等、会計制度に関する企画、調査及び改善に向けた取組を行

い、都民サービスの向上と会計事務の簡素・効率化を実現するとともに、適

正な事務の確保に努めている。 

 

(２ ）  具体 的な取組  

ＡＴＭやパソコン等での公金収納（ペイジー）を実現するマルチペイメン

トネットワークを平成 15 年度に導入し、安定運用の確保や各局システムへの

活用拡大を支援している。 

インターネットによるクレジットカード収納についても、自動車税は平成

23 年度から、個人事業税、固定資産税、都市計画税、不動産取得税等は平成

27 年度から実施しており、会計管理局では、この収納方法を導入するに当た

り、的確な支援を行った。 

  また、都民サービスの向上並びに業務のリスク低減及び効率性の観点から

都庁におけるキャッシュレス化の推進を図っている。収入においては、各局

に対し電子マネー、クレジットカード、ＱＲコード決済等のキャッシュレス

決済手段の導入支援を行っている。一方、支出においては、資金前渡による

支払について、法人向けブランドデビットカードやパーチェシングカード（

組織名で発行でき、カード原版のないクレジットカード）を導入している。 

  さらに、書類提出のオンライン化等による事業者の利便性の向上とデジタ

ルデータの利活用による内部事務の効率化を図るため、起案から契約・支出

に至る手続きを一連でデジタル化する取組について、関係各局と連携して新

システムの設計・開発を進めている。あわせて、支出事務について、新たな
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システム機能とのデータ連携、ＢＰＲ等を検討するとともに、総務事務セン

ターへの事務集約に伴う規定類の見直し等を行っている。  
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４ 会計事務の指導・検査 

会計企画課 

会計管理局では、「東京都会計事務規則」、「東京都物品管理規則」等に基づ

く会計事務の指導並びに相談業務及び検査業務を担当している。会計事務の

簡素・効率化及び適正な運用を図るとともに、各局・所における適正な事務

の確保に努めている。 

 

(１ ) 会 計 事 務 の指 導  

会計管理局では、会計事務の適正な処理を図るため、会計企画課に指導担

当を置き、各局・所に対する相談対応・研修等の指導業務を行っている。 

相談対応については、「東京都会計事務規則」及び「東京都物品管理規則」

に定める会計管理者への協議を受けるほか、各局・所から寄せられる会計事

務に関する照会に対して、適切に指導・回答を行っている。 

研修業務については、会計事務・物品管理事務に関する中央研修及び各局

と連携した会計事務オーダーメイド研修等を開催するとともに、各局・所の

特別出納員支援に取り組むことにより、会計事務担当者の処理能力・知識の

向上を図っている。 

さらに、ＴＡＩＭＳを活用し、全職員向けに会計事務の基本的な事項につ

いての情報発信を行うとともに、「会計管理局のひろば」「物品管理のひろ

ば」に事務処理の手引、各種研修テキスト、問題事例に関する質疑応答集、

関連する通知文書等を掲載して情報提供を行っている。また、各局・所にお

いて供用する必要がなくなった物品の有効活用を図るため、物品のあっせん

情報を掲載するための掲示板を提供している。 

 
＜会計事務指導関係フロー図＞ 

各局・所の

経理担当

部署

契約制度、

旅費制度等

の所管部署

研修等

協議、照会・相談

回答・指導

通知・情報提供

調整会 計 企 画 課

指 導 担 当
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(２ ) 会 計 事 務 の検 査  

会計事務の検査は、地方自治法第 149 条第５号に基づく知事の会計監督権

を具体化したものであり、会計管理者が行う直接検査と各局長が行う自己検

査がある。これらの検査を通して適正な会計事務の確保と全庁の会計職員の

能力向上を図っている。 

ア 直接検査  

直接検査は会計管理者が行う検査であり（東京都会計事務規則第 134 条

及び東京都物品管理規則第 65 条）、「直接検査実施要綱」に基づき定期検査、

再検査及び臨時検査を実施している。  

定期検査は、特別出納員、金銭出納員及び物品出納員の事務を中心に、

全ての本庁の部（部を置かない局においては局）及び事業所に対し２年に

１回実施している。 

再検査は、定期検査の結果、会計管理者が改めて検査の必要があると認

める会計事務について検査を実施している。 

臨時検査は、会計事故の発生等、会計管理者が緊急あるいは臨時に検査

を行う必要があると認める場合に実施する。 

イ 自己検査 

  自己検査は各局長が自ら行う検査であり（東京都会計事務規則第 129 条

及び東京都物品管理規則第 60 条）、「自己検査実施要綱」に基づき主に局の

経理・用度職員が検査員となり実施している。  

  会計管理局は、各局が自己検査を確実に実施できるよう、検査の手引の

作成及び検査実務に関する説明会等を行っている。また、各局長から検査

結果について通知を受け、各局への会計事務指導等に活用している。  

 

（ ３ ）  指 定 金 融 機 関 等 の検 査  

会計管理者は、公金取扱金融機関において事務処理が適法かつ正確に行

われているかを確認し直接指導するため、指定金融機関及び収納代理金融

機関に対し、公金の収納又は支払の事務及び公金の預金状況について検査

を実施している（地方自治法施行令第 168 条の４第１項）。 

また、準公営企業に係る出納取扱金融機関等に対しても、地方公営企業

法第 34 条の２に基づく知事の権限として同様の検査を実施している（地方

公営企業法施行令第 22 条の５第１項）。 
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（ ４ ）  私 人 に委 託 した歳 入 等 の徴 収 又 は収 納 事 務 及 び支 出 事 務 の検 査  

会計管理者は、私人に委託した歳入等の徴収又は収納及び支出事務につ

いて、適正な都の公金取扱事務を確保するため、受託者に対し検査を実施

している（地方自治法施行令第 158 条第４項、第 165 条の３第３項、道路

交通法施行令第 17 条の８第３項及び東京都私人委託事務に伴う事前協議及

び検査要綱）。  

さらに、都税の収納についても、コンビニエンスストア等に対し、同様の

検査を実施している（地方自治法施行令第 158 条の２第３項及び都税等収

納事務委託に伴う事前協議及び検査要綱）。 

 

 

＜会計事務の検査の体系＞ 

会計管理

者

【地方自治法§170Ⅰ】
【会規§4】
【物規§3】

直接検査

【会規§134】
【物規§65】

定期検査

【直接検査実施要綱】

再検査

【直接検査実施要綱】

自己検査の
立会い

【会規§129Ⅵ】
【物規§60Ⅴ】

金融機関検査

【地方自治法施行令§168の4】
【地方公営企業法施行令§22の5】
【東京都特別企業出納員事務取扱規則§38】

私人検査

【地方自治法施行令§158Ⅳ、§158の2Ⅲ及び§165の3Ⅲ】
【道路交通法施行令§17の8Ⅲ】
【東京都私人委託事務に伴う事前協議及び検査要綱】
【都税等収納事務委託に伴う事前協議及び検査要綱】

会
計
事
務
の
検
査

各局・所の
会計事務検査

【地方自治法§149⑤】

各局長

自己検査

【会規§129】
【物規§60】
【自己検査実施要綱】

自己点検

【自己点検実施要綱】

臨時検査

【直接検査実施要綱】

会規＝東京都会計事務規則
物規＝東京都物品管理規則
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５ 財務会計システムの管理運用 

会計企画課 

財務会計システムは、予算の執行、決算等に係る内部管理事務について適

正かつ迅速な事務執行を支援する、大規模な全庁的基幹システムである。 

単式簿記・現金主義会計と、複式簿記・発生主義会計の処理を同時に行う

ことのできるシステムとしては、わが国の行政では初めてのものである。 

本システムに登録された一般会計・特別会計の支出情報は、ホームページ

上に公開している。 

 

（ １ ）  財 務 会 計 システムの沿 革  

財務会計システムは、昭和 58 年 12 月の「活力ある都政をすすめる懇談会」

の中間報告（全庁的な出納事務及び予算事務の電算化促進）を受け、昭和

60 年度に総務局に発足したプロジェクトチームによって開発が始まった。 

開発は、平成３年７月に予算計数サブシステム（平成 17 年度から財務局

の新システムへ移管）、平成４年４月に各執行系サブシステム、同年 10 月に

物品管理サブシステムが本稼働したことにより完了し、平成５年４月よりシ

ステム管理運営が当局に移管された。 

都では、情報通信技術の急速な進歩等に対応するため、平成 13 年３月に

「電子都庁推進計画」を策定した。これを受け、10 年が経過した財務会計

システムの機能改善や経費削減等に向け、①従来の大型汎用機及び専用端末

による処理方式から小型サーバ及び共用端末への変更による運用経費の削

減、②機能の統合及び簡素化、③複式簿記・発生主義会計の処理の追加、を

目的に約２年かけて再構築を行い、平成 18 年３月から現行のシステムが稼

働している。 

安定性及び信頼性の高いシステム運用を継続するため、現在、令和６年７

月の稼働に向けて、大規模な改修を進めている。 

 

(２ ) 財 務 会 計 システムの概 要  

ア 対象会計等 

一般会計、18 特別会計及び歳入歳出外現金 

 

イ サーバ 

都庁外のデータセンターに専用サーバを設置 
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ウ 端末 

各局・所のＴＡＩＭＳ端末等を使用 

 

エ サブシステムの構成 

財務会計システムのサブシステム構成は下表のとおり。 

＜サブシステムの構成一覧表＞ 

№ サ ブ シ ス テ ム 名 シ ス テ ム で 行 う 事 務 の 内 容 

１ 執

行

系

シ

ス

テ

ム 

予算執行管理システム 予算の配当・配付・執行委任・流用等 

２ 歳入管理システム 調定、収納、消込み、収入日計等 

３ 歳出管理システム 支出負担行為、支出命令、支払、精算等 

４ 歳入歳出外現金管理システム 歳入歳出外現金の受入れ・払出し 

５ 資金管理システム 資金管理に必要な情報提供 

６ 決算管理システム 科目別決算、事業別決算、普通会計決算 

７ 複式処理システム 財務諸表の出力処理、複式仕訳処理、 
複式情報の修正・登録等 

８ 債権者債務者管理システム 債権者、債務者情報の管理 

９ 物品管理システム 備品の受入れ・払出し、所属換え等 

 

(３ ) 財 務 会 計 システムの管 理 運 用  

財務会計システムにおいては、以下の管理運用業務を行っている。 

・システム運用及びスケジュール調整 

・システム操作及び業務処理に関する問い合わせ対応・指導 

・システム仕様の改善、制度・組織等の改正に伴うシステム保守 

・システム資源、稼働状況の監視及び最適化への対応 

・システムの情報セキュリティ対策の実施 

なお、上記の管理運用業務のうち、次の作業は業者に委託している。  

  ・業務運用委託 

   業務アプリケーションにかかわる運用及び保守管理等 

  ・システム基盤運用委託 

ハードウェア及びミドルウェア等の保守管理及び運用等  

 

(４ ) 公 金 支 出 情 報 の公 開  

情報公開の取組の一環として、平成 29 年９月から都の全庁の公金支出情報

の公開を開始した。  

具体的には、財務会計システムに登録された一般会計・特別会計の支出内

容について、「支出部署」「支払日」「支出科目」「支払内容（件名）」「支払額」

などの情報を都民が容易に閲覧できるよう東京都情報公開ポータルサイトの
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中において、一件ごとに毎月一括して公開している。  

なお、システムが異なる公営企業会計の支出情報については、各会計を所

管する局が公開している。  
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６ 新公会計制度に関する事務   
会計企画課  

「東京都会計基準」に基づく新公会計制度を運用し、作成した財務諸表を

決算参考書として議会に提出している。また、新公会計制度に係る会計事務

の企画・指導・検査を行うとともに、財務会計システムにおける複式処理サ

ブシステムの安定運用の確保を行っている。  

さらに、制度の活用促進へ向けた自治体間連携として、都内自治体に対す

る支援・助言や、都と同様の新公会計制度を導入した大阪府及び愛知県等と

連携した全国自治体への情報発信等を行っている。 

 

（ １ ）  新 公 会 計 制 度 導 入 の目 的  

従来の官庁会計は、単年度の現金収支のみを記録する、いわゆる現金主義

会計であるため、資産や負債等のストック情報や減価償却費等の当期に負担

すべきコスト情報が明らかではなかった。 

こうした官庁会計の問題点を克服するため、複式簿記・発生主義会計によ

る新公会計制度を導入し、これにより新たにマネジメントへの活用やアカウ

ンタビリティー（説明責任）の向上等を図ることとしている。 

 

（ ２ ）  新 公 会 計 制 度 導 入 の経 緯  

平成 14 年５月、都は、都の公会計制度に複式簿記・発生主義を導入する

旨を発表し、同年９月に、当時の出納長室（現在の会計管理局）及び財務局

は、公認会計士３名と都の職員から成る「東京都の会計制度改革に関する検

討委員会」を設置、具体的な検討を開始した。 

その後、平成 16 年１月からの財務会計システムの再構築及び平成 17 年８

月の「東京都会計基準」の策定・発表等を経て、平成 18 年４月より新公会

計制度の運用を開始した。 

平成 18 年度決算からは、従来の官庁会計決算に加え、複式簿記・発生主

義会計による財務諸表を作成し、一般会計及びすべての特別会計についての 

財務諸表を公表している。 

なお、総務省の要請により、都では、平成 29 年度決算から「統一的な基

準」（※）による財務書類も作成し、公表している。 
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※  平成 27 年１月、総務省は全国自治体に対し、総務省の定める「統一的な基準」に基づく  

財務書類作成を要請した。  

 総務省は、「統一的な基準」による地方公会計の整備の進展により、財政状況やストック情報  

が「見える化」され、固定資産台帳の整備により公共施設マネジメントが推進されるなど、地方  

公会計は、財務書類や固定資産台帳を作成するだけではなく、それをわかりやすく公表するとと  

もに、資産管理や予算編成、行政評価等に活用されることを期待している。  

 

 

 

 

 

（ ３ ）  都 の新 公 会 計 制 度 の特 徴  

都における新公会計制度は、「東京都会計基準」に基づき、財務会計シス

テムにより財務諸表を作成するものである。  

ア 東京都会計基準  

 「東京都会計基準」は、公会計に複式簿記・発生主義会計を導入するた

めの全国初の具体的な会計基準である。特色としては、①行政の特質を考

慮したものであること、②財務諸表が住民にとって分かりやすいものであ

ること、③個別の事業改善に活用できる財務諸表であること、④会計実務

上、対応可能であること、が挙げられる。  

イ 財務会計システム  

財務会計システムは、官庁会計の処理に連動し、日々の会計処理の段階

から複式簿記のデータを蓄積することで、迅速かつ正確に多様な財務諸表

の作成を可能としている。特色としては、①予算科目から勘定科目への自

動変換、②資産及び負債系のシステムとの連携、③事業別財務諸表の作成

が可能であること、が挙げられる。  
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財務会計システムによる複式処理の特徴 

                                     

 
 
① 予 算 科 目 か ら 勘 定 科

目への自動変換 
 
・現金収支の処理は従来の
官庁会計と同じ 

・２～３項目の新たな複式
情報の入力により自動的
に勘定科目は変換 

 

 
② 固 定 資 産 関 連 シ ス テ

ム・公債管理システム
と連携 

 
・複式情報を財務会計シス
テムへ取り込み自動仕訳 

 
③ 事 業 別 財 務 諸 表 へ の

展開 
 
・管理事業を設定すること
により、施設ごとや個別
事業ごとの事業別財務諸
表を任意に作成可能 
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（ ４ ）  財 務 諸 表 の作 成 と議 会 への提 出  

    各局長は、会計別の財務諸表を、「東京都会計基準」の定めにより作成し、

東京都会計事務規則第 107 条第３項により会計管理者に提出する。 

   また、会計管理者は、同規則第 109 条により、各会計別の財務諸表を作成

し知事に提出する。 

   これらの財務諸表は、地方自治法上、議会による決算の認定対象とはなら

ないが、決算参考書として知事が議会に提出している。 

    なお、各局は、決算特別委員会の各分科会に局全体及び会計別の財務諸表

等を提出している。 

＜財務諸表等の体系＞ 

貸借対照表（※） 財政状態を明らかにするため、会計年度末時

点における都の資産、負債及び正味財産の残

高を表示したもの 

行政コスト計算書（※） 一会計期間における発生主義会計に基づく

費用、収入及び当期収支差額を表示したもの 

キャッシュ･フロー計算書（※） 一会計期間における現金収入と現金支出を

区分ごとに表示したもの 

正味財産変動計算書（※） 貸借対照表の正味財産の部の一会計期間に

おける増減を、変動要因ごとに表示したもの 

附属明細書 固定資産の増減を示す「有形固定資産及び無

形固定資産の明細」及び一会計期間における

引当金の増減を示す「引当金の明細」 

注 財務諸表には、重要な会計方針や後発事象等、財務諸表作成のための会計処理の考え方等

を注記として記載する。 

 
 

 

 

 

(５ )  新 公 会 計 制 度 に係 る企 画 ・ 指 導 ・ 検 査  

   ア 東京都会計基準委員会  

「東京都会計基準」について、民間等の会計基準の動向を踏まえつつ

継続的な見直しを行うほか、財務諸表の分析手法・活用方策に係る検討

を行うため、平成 18 年４月より「東京都会計基準委員会」を設置して

いる。（平成 30 年度より公認会計士３名で構成） 

    イ 新公会計制度に係る指導・検査 

      各局から寄せられる新公会計制度の会計事務に関する照会・相談等及

び決算業務に関する問合せに対し、指導・回答を行っている。 

     あわせて、ＴＡＩＭＳを活用し、決算業務や財務会計システム上の処

理についての運用マニュアル、質疑応答集、関連する通知文書等を掲載

※ 「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「キャッシュ・フロー計算書」、「正味財産変動計算
書」については、用語解説（P82）参照 
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財務会計システム

財産情報システム
(公有財産）

道路資産管理
システム

（インフラ資産）

物品管理システム
(重要物品）

公債管理システム

決算
機能

異動情報

減価償却費

異動情報

減価償却費

異動情報

減価償却費

起債・償還情報

金利情報

予算
情報

予算計数
システム

現金収支

予算編成

歳入・歳出等

資産取得・
除却等

起債・償還等

仕訳

財

務

諸

表

作

成

機

能

仕訳

仕訳

仕訳

複式処理
サブシステム

仕訳

関連システム歳入・歳出等

執行情報

正味財産変動
計算書

キャッシュ・フロー
計算書

行政コスト計算書

貸借対照表

官庁会計決算

執行系サブ
システム

して情報提供を行っている。  

      また、各局に対する研修等を通じて、複式簿記の基礎的な知識や都の

新公会計制度の庁内周知を図るとともに、各局の部・所に対する複式直

接検査を実施し、仕訳の確認、業務指導やシステムの操作指導等を行っ

ている。 

     平成 30 年度より、財務諸表作成後、各局が行う政策連携団体等との

連結財務諸表の作成及び総務省「統一的な基準」への組替に関する技術

支援を行っている。 

 

（ ６ ）  財 務 会 計 システムにおける複 式 処 理 サブシステムの安 定 運 用  

 財務会計システムにおいて、複式仕訳を行うサブシステムの安定運用を確

保するため、勘定科目等のデータテーブル更新やシステム運用面での改善策

の実施、資産系システム・公債管理システム等との連携を円滑に行うための

各局調整等を行っている。 

 

＜ 都 の新 公 会 計 制 度 におけるシステムの全 体 像 ＞   
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（ ７ ）  新 公 会 計 制 度 の活 用 促 進 へ向 けた自 治 体 間 連 携  

都では、全国初の本格的な財務諸表を作成した実績を踏まえ、制度の特

長を活かした活用へ向け、自治体間連携に取り組んでいる。  

これまでに蓄積された知識や経験を活かし、ノウハウの提供や実務上の

課題等に対応した助言を行うなど、都と同様の制度を導入した各自治体へ

の運用支援を実施する一方、総務省が要請する「統一的な基準」を採用す

る自治体に対しては、都内自治体を中心とした「意見交換会」を開催し、

各自治体の実情に応じた情報提供・助言を行っている。  

また、大阪府及び愛知県等、都と同様の新公会計制度導入の先行団体と

設置している「新公会計制度普及促進連絡会議」の構成団体が連携し、東

京動画（東京都公式動画チャンネル）において「公会計推進レポート」と

題して、全国自治体関係者等に対し、財務諸表の活用へ向けた各自治体に

おける取組等について情報発信している。  
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＜新公会計制度普及促進連絡会議 活動実績＞ 

年度  活動実績  

平成 23 年度  
・第１回連絡会議  

（５団体：東京都、大阪府、新潟県、愛知県、東京都町田市） 

平成 24 年度  

・第２回・第３回連絡会議  
（７団体：大阪市、東京都江戸川区が新規参加）  

・セミナー開催  ＜東京ビッグサイト＞  

「経営ツールとしての新公会計制度～制度導入の実際と政策

マネジメントへの活用～」  

・パンフレット「新公会計制度だからわかること・できること」作成  

平成 25 年度  

・第４回連絡会議  
（８団体：大阪府吹田市が新規参加）  

・セミナー開催  ＜都内ホテル＞  
「新公会計制度でここが変わる～現場からの実例報告～」  

・セミナー開催  ＜大阪府庁＞  

「新公会計制度普及のための市町村向けセミナー」  

・パンフレット「自治体トップのための新公会計制度のすすめ」作成  

・パンフレット「新公会計制度導入ロードマップ」作成  

平成 26 年度  

・第５回連絡会議  
（12団体：福島県郡山市、東京都荒川区、福生市、八王子市が新規参加） 

・シンポジウム開催  ＜町田市内ホテル＞  
「制度導入のノウハウと自治体マネジメントにおける活用」  

平成 27 年度  

・第６回連絡会議（12団体）  

・セミナー開催  ＜都内ホテル＞  
「新公会計時代の幕開け～自治体運営の羅針盤～」  

・「事業別財務諸表  指標分析ガイド」作成  

平成 28 年度  

・第７回連絡会議  
（15団体：東京都中央区、世田谷区、品川区が新規参加）  

・シンポジウム開催  ＜江戸川区内ホール＞  
「財務諸表の有効活用が自治体経営を変える」  

平成 29 年度  

・第８回連絡会議  
 （17団体：東京都渋谷区、板橋区が新規参加）  
・シンポジウム開催  ＜荒川区内ホール＞  
 「「分析」「活用」から始める自治体マネジメント」  

平成 30 年度  
・第９回連絡会議（17団体）  
・ミーティング開催  ＜品川区立総合区民会館（きゅりあん）＞  
 「「つくる」から「活かす」へ、現場からの報告」  

令和  元  年度  

・第10回連絡会議（17団体）  
・ミーティング開催  ＜世田谷区立砧区民会館（成城ホール）＞  
「自治体マネジメントに活かす！財務書類「分析」「活用」の工

夫」  

令和２年度  
・第11回連絡会議（17団体）  
・動画配信＜東京動画（東京都公式動画チャンネル）＞  
「公会計推進レポート2020」  
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令和３年度  
・第12回連絡会議（17団体）  
・動画配信＜東京動画（東京都公式動画チャンネル）＞  
「公会計推進レポート2021」  

令和４年度  
・第13回連絡会議（17団体）  
・動画配信＜東京動画（東京都公式動画チャンネル）＞  
「公会計推進レポート2022」  
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７ 用品に関する事務  
会計企画課  

都では、各局・所において共通的に使用する物品で比較的需要量が多い 

ものの中から知事が指定した物品を「用品」として取り扱っている。  

この用品を集中的に大量一括購入し、各局・所の需要に応じて安価に、 

計画的、安定的かつ迅速に供給することを目的として設けた制度が用品制度

である。  

 

(１ ) 用 品 制 度 の効 果 ・ 特 色  

ア 物品購入事務の軽減  

会計管理局が用品の調達及び供給事務を一元的に行うことにより、各

局・所では、用品カタログシステム上の操作のみで請求から代金の支払ま

で一連の事務を行うことができ、購入に係る契約事務や物品帳票の作成事

務等が不要となっている。  

用品業務全体の更なる最適化・効率化を図るため、令和 7 年度稼働に向

けた用品システムの再構築を進めている。  

＜用品システムフロー図＞ 

 

 

 

契 
 

約 
 

業 
 

者 

② 用 品 発 注  

⑤ 代 金 一 括 請 求  

⑥代 金 一 括 支 払  

会計管理局 

用  品  

システム 

用 品 調 達 基 金  

③ 納 品  

 

 

 

 

用 品 カ タ

ロ グ シ ス

テム 

①用 品 請 求  

④支 出 決 定  

(代 金 振 替 ) 

情報の流れ  資金の流れ  用品の流れ  

請 

求 

局 

・ 

所 
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イ  物品購入経費の節減  

用品は、集中的に大量一括購入しているため、量販店の価格より安価と

なり、各局・所の物品購入経費の節減に寄与している。  

ウ  用品の迅速かつ的確な配送  

用品の配送は計画的に行っており、文房具類は、受付日の翌日に配送   

するなど、各局・所の利便性向上を図っている。  

エ  品質・規格の標準化  

原則として、用品に指定する物品をＪＩＳ規格品又は同等品とする   

ことにより、一定水準の品質を確保するとともに、都で使用する物品の   

品質・規格の標準化を図っている。  

オ  グリーン購入の推進  

用品の指定は、環境への負荷を低減するため、東京都グリーン購入推進

方針（※）及び東京都グリーン購入ガイド（※）に基づいて行っており、

率先して環境に配慮した調達を実施している。  

 

＜グリーン購入の供給額の推移＞  

 
※  「東京都グリーン購入推進方針」及び「東京都グリーン購入ガイド」は、「国等による環境

物品等の調達の推進等に関する法律第４条」に基づき、東京都環境局が策定したものである。 
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(２ ) 東 京 都 用 品 調 達 基 金  

用品の購買、管理及び供給に関する事務を円滑かつ効率的に行うため、  

東京都用品調達基金条例に基づき、平成６年４月に「東京都用品調達基金」

を設置した。  

この基金により購入した用品を各局・所に有償で供給し、各局・所から  

回収した当該代金を基金に繰り入れながら回転運用を行っている。  

本基金の活用により、会計年度独立の原則等、予算の制約を受けること  

なく、用品供給が可能となっている。  

 

(３ ) 用 品 指 定 品 目 及 び品 名  

   用品として指定しているものは、55 品目 155 品名であり、その内訳は、  

下表のとおりである。 

 

＜用品指定品目及び品名＞  （令和５年８月１日現在）  

区 分  品目数  品名数  品目のうち主なもの  

印刷物     4      8 名刺カード、納入通知書・納付書  

文房具  36     76 ファイル類、ボールペン  

用 紙  1     16 複写機用紙  

雑 品  3      4 トイレットペーパー、ごみ袋  

什 器  11     51 片袖机、回転椅子、書庫  

合 計  55    155  

 

(４ ) 供 給 対 象 の局 ・ 所 数  

    用品の供給対象の各局・所は、令和５年８月１日現在、請求事務を行う請

求局・所数が 548 か所、配送を受ける配送局・所数が 748 か所である。  
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８ 公 金 管 理  
公金管理課  

会計管理局長の管理する公金については、安全性及び流動性を確保した上で

効率的な公金管理を行うためのポリシーを策定している。このポリシーに基づ

き、預金については安全な金融機関を選択した上で定期性預金を基本とし、債

券については安全性を確認した上で商品を選択するなど、公金の安全かつ効率

的な保管・運用に努めている。  

 

(１ )  公 金 管 理 の 基 本 的 取 組  

会計管理局長の管理する公金について、金融情勢が不透明な状況において

も、安全性及び流動性を確保した上で、効率的な保管・運用を行うため、平

成 14 年３月に、資金管理の通則、金融商品の選択、預金の取扱い等を定めた

「東京都資金管理方針」を策定した。その後、策定から 10 年以上が経過し、

都の公金を取り巻く国内外の金融環境の変化を受け、それまでの「東京都資

金 管 理 方 針 」 を 一 部 見 直 し 、 柔 軟 か つ 効 率 的 な 運 用 を 目 的 と し て 、 平 成 27

年３月に「東京都公金管理ポリシー」として新たに策定した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公金管理の原則＞  

安全性の確保  

流動性の確保  

効率性の確保  

元本の安全性の確保を最重要視し、資金元本が損な

われることを避けるため、安全な金融商品により保

管及び運用を行うとともに、預金については金融機

関の経営の健全性に十分留意する。  

支払い等に支障をきたさないよう、必要となる資金

を確保するとともに、想定外の資金ニーズに備え、

資金の流動性を常に確保する。  

安全性及び流動性を十分確保した上で、運用収益の

最大化を図り、また、効率的な資金調達に努める。 

東京都公金管理ポリシー（ H27.３策定）  
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会計管理局では、このポリシーに基づいて、毎年度「公金管理計画」を策

定し、歳計現金等、基金及び準公営企業会計資金に係る公金の運用計画を定

めている。  

現在、本年４月に策定した「令和５年度公金管理計画」に基づき、公金の

管理に取り組んでいる。この計画においては、今後の社会経済動向や金融情

勢の先行きに特段の注意を払いつつ、迅速かつ的確なリスク対応を行いなが

ら、安全性を最重要視し、流動性を十分に確保した上で、柔軟かつ効率的な

保管・運用を目指すこととしている。  

 

(２ )  金 融 機 関 等 の 調 査 ・ 分 析  

公金管理においては、安全性の確保が最も重要であり、預金先金融機関等

の経営の健全性に十分留意する必要がある。そのため、日常的、定期的な情

報収集活動を通じて得られる情報の中から経営指標を選定し、金融機関等の

経営状況を把握している。その上で、経営指標の組合せにより設定した基準

に基づき、預金等についての対応を決定、実行している。  

 

＜預金等への対応＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【情報収集】 　      【基準の適用】

         　【対応決定】

〈日 常〉 〈決算期〉

・株価及び社債利回り ・財務諸表

・報道情報 等 ・決算説明会 等

〈基準指標〉

格付、自己資本比率、預金量等の推移を組み

合わせた基準を設定し、経営の健全性を判断

東京都公金管理アドバイザリー会議＜意見聴取等＞

預入期間、預入金額及び預金商品の制限等
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(３ )  東 京 都 公 金 管 理 ア ド バ イ ザ リ ー 会 議  

公金管理について、金融分野の専門家等の経験と識見を活用して、金融政

策の動向や金融市場の変化を踏まえた適正なリスク管理を行うなど、金融情

勢等に応じた的確な判断・対応を行うため、「東京都公金管理アドバイザリー

会議」を設置している。  

委員は、学識経験その他、公金管理に関する専門的知識を有する者等で構

成し、任期２年以内として、会計管理局長が委嘱している。  

 

(４ )  「 令 和 ５ 年 度 公 金 管 理 計 画 」 (令 和 ５ 年 ４ 月 19 日 公 表 )に 基 づ く 公 金 の 保 管 ・  

運 用  

ア  計画策定に当たっての考え方  

令和５年度は、日本銀行による金融緩和政策の継続に伴い、国内金利は引

き続き低い水準での推移が見込まれていることから、多くの預金先金融機関

においては新たな預金の受け入れを回避する傾向の継続が予想され、公金の

運用には困難な状況が続くものと考えられる。  

また、我が国における経済のリスク要因として、世界的な金融引締め等が

続く中での海外景気の下振れが挙げられる中、これらが金融機関等の経営に

与える影響については、しっかりと注視していく必要がある。  

さらに、都はＳＤＧｓ達成に向けた推進姿勢を明確にし、持続可能な社会

の実現に取り組んでいるところだが、公金管理では、金融機関等の存続に関

わるものとして捉えられつつある非財務的要素としてのＥＳＧの視点につい

て、特にリスク管理の要素として、その重要性が高まっていると認識してお

り、参考となる各種評価指標の調査・分析などを進めていく。  

  このような環境認識のもと、今年度の計画策定に当たっては、今後の社会

経済動向や金融情勢の先行きに特段の注意を払いつつ、迅速かつ的確なリス

ク対応を行いながら、「東京都公金管理ポリシー」に基づき、安全性を最重要

視し、流動性を十分に確保した上で、柔軟かつ効率的な保管・運用を目指し

ていく。  
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イ  公金の年間平均残高見込み  

  令和５年度の平均残高は、歳計現金等・基金・準公営企業会計資金の合計

で、約 5 兆 4,200 億円（前年度の実績額から約 5,118 億円減）と見込んでい

る。  

＜ 年 間 平 均 残 高 見 込 み ＞  

区 分  歳 計 現 金 等  基 金  
準 公 営 企 業  

会 計 資 金  
合 計  

令 和 ４ 年 度 実 績  1 兆 4,559 億 円  3 兆 5,793 億 円  8,967 億 円  5 兆 9,318 億 円  

令 和 ５ 年 度 見 込 み  1 兆 1,000 億 円  3 兆 4,300 億 円  8,900 億 円  5 兆 4,200 億 円  

 

ウ  歳計現金等  

(ア ) 収支見通しと令和５年度の残高見込み  

例年、年度当初には都税収入がほとんどなく、５月末にかけて資金不

足となる可能性があることから、基金からの繰替運用により資金手当を

行っている。６月に入ると、法人二税の収入により残高は大幅に増加し、

以降は法人二税及び固定資産税・都市計画税等の収入等により、年度末

まで残高はプラスで推移する見通しである。  

令和５年度における歳計現金等の平均残高は、企業収益の持ち直しに

より法人二税収入は堅調に推移する見通しではあるものの、都債の発行

額を抑制する影響などにより、令和４年度の実績額約 1 兆 4,600 億円か

ら 3,600 億円減の約 1 兆 1,000 億円となる見込みである。  
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＜ 令 和 ５ 年 度 歳 計 現 金 等 保 管 見 込 表 ＞  

 

 

 

 

  

  

注  「 法 人 二 税 ３ 決 」 は ３ 月 決 算 法 人 の 法 人 二 税 、「 固 定 ・ 都 計 ① 」 は 固 定 資 産 税 ・ 都 市 計 画 税

の 第 １ 期 分 、「 地 方 消 費 税 ３ 決 」 は ３ 月 決 算 法 人 の 地 方 消 費 税 を 指 す 。  
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  (イ ) 運用方法及び想定資金配分  

歳計現金等は、地方自治法第 235 条の４の規定により、最も確実かつ

有利な方法で保管しなければならないとされており、支払に支障をきた

さないよう細心の注意を払った上で、効率性についてもできる限り確保

していく。  

歳計現金等は原則１年以内で保管するものであり、預金での保管を基

本とする。令和５年度は、日々の支払に備えるための支払準備金として

約 400 億円を流動性預金で保管し、これを上回る運用可能資金について

は、効率性を確保するため、できる限り長い期間、安全性が確認できる

金融機関に定期性預金を基本として保管する。  

令和５年度に想定する資金配分は、以下のとおりである。  

    

＜歳計現金等  想定資金配分＞  

（ 令 和 ５ 年 度 平 均 残 高 見 込 み ） 

（ 単 位 ： 億 円 ）  

区      分  
預   金  

金  額  割  合  

支 払 準 備 金 400  4％  

運用可能  

資金  

普 通 預 金 600  5％  

定 期 性 預 金 10 ,000  91％  

全      体  11 ,000  100％  
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エ  基金  

地方自治法第 241 条第１項の規定に基づき、自治体は、特定の目的のため

に財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するための基金を

設けることができる。令和５年度の基金の種類と平均残高の見込みは下表の

とおりである。  

      

 ＜ 基 金 の 種 類 と 令 和 ５ 年 度 平 均 残 高 の 見 込 み ＞   

 （ 単 位 ： 億 円 ）   

 

基 金 名 平均残高 基 金 名 平均残高 

都市外交人材育成基金 37 後期高齢者医療財政安定化基金 212 

災害救助基金 97 安心こども基金 144 

東京都尖閣諸島寄附金による尖閣諸島活用基金 14 医療施設耐震化臨時特例基金 1 

財政調整基金 5,331 地域医療介護総合確保基金 362 

社会資本等整備基金 4,423 福祉先進都市実現基金 2,140 

東京オリンピック・パラリンピック開催準備基金 ※1 240 農業構造改革支援基金 ※2 0 

防災街づくり基金 ※1 485 おもてなし・観光基金 ※1 5 

人に優しく快適な街づくり基金 ※1 23 無電柱化推進基金 ※1 86 

芸術文化振興基金 ※1 3 スマート東京推進基金 448 

障害者スポーツ振興基金 ※1 7 東京強靱化推進基金 ※3 2,516 

鉄道新線建設等準備基金 866 東京二〇二〇大会レガシー基金 ※3 1,245 

緑あふれる東京基金 242 
新築建築物再生可能エネルギー

設備設置等推進基金 ※3 
1,254 

公害健康被害予防基金 4 減債基金 13,450 

花と緑の東京募金基金 1 心身障害者扶養年金基金 257 

ゼロエミッション東京推進基金 296 国民健康保険財政安定化基金 37 

介護保険財政安定化基金 36 合 計（31 基金） 34,260 

  

 ※ 1 令 和 ５ 年 第 一 回 定 例 会 に お い て 廃 止 さ れ た 基 金 （ 全 額 取 崩 予 定 ）  
 ※ 2 農 業 構 造 改 革 支 援 基 金 の 平 均 残 高 見 込 み は 約 15 万 円  

※ 3 令 和 ５ 年 第 一 回 定 例 会 に お い て 設 置 さ れ た 基 金  
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(ア ) 基金残高の見通し  

令 和 ５ 年 度 は 、 「 ３ つ の シ テ ィ 実 現 に 向 け た 基 金 」 に お け る 一 部 の

基 金 の 再 構 築 に 伴 う 積 立 ・ 取 崩 が あ る ほ か 、 社 会 資 本 等 の 整 備 に 必 要

な 財 源 と し て 、 「 社 会 資 本 等 整 備 基 金 」 を 取 り 崩 し て 活 用 す る こ と な

ど に よ り 、 平 均 残 高 は 前 年 度 の 実 績 額 約 3 兆 5,800 億 円 か ら 減 少 し 、

約 3 兆 4,300 億 円 と な る 見 込 み で あ る 。  

(イ ) 運用方法及び想定ポートフォリオ  

運用に当たっては、各基金の設置目的を踏まえ、それぞれの積立及び

取崩の計画等に適切に対応できるよう、金融商品及び運用期間を設 定す

る。  

金融商品別のポートフォリオについては、適切な分散運用を基本とし、

金融環境の変化に応じて柔軟に運用する。  

また、金利変動の影響を平準化し、不測の資金需要に備えられるラダ

ー型運用（※）と、可能な限り長期間運用することにより比較的高 い利

回りが期待できる一括運用を組み合わせ、安定的かつ効率的な資金 配分

を実施する。令和５年度に想定するポートフォリオは以下のとおり であ

る。  

 
注  債 券 購 入 は 市 場 動 向 に よ っ て 決 定 す る た め 、 あ く ま で 想 定 割 合 。  
注  「 財 投 機 関 債 等 」 は 、 財 投 機 関 債 の 他 、 政 府 関 係 機 関 が 発 行 す る 債 券 を 含 む 。  

 

    

区 分  預 金  債 券  

令 和 ５ 年 度 想 定  70％  30％  

            

区分  都市銀行  信託銀行  地方銀行  外国銀行  

令 和 ５ 年 度 想 定  43％  25％  12％  20％  

注  預 金 先 は 入 札 に よ り 決 定 す る た め 、 あ く ま で 想 定 割 合  
 

 

区分  国債  地方債  政 府 保 証 債  財 投 機 関 債 等  金融債  外債  

令 和 ５ 年 度 想 定  3％  37％  1％  43％  15％  1％  

※  「 ラ ダ ー 型 運 用 」 に つ い て は 、 用 語 解 説 （ P82） 参 照  

＜ 基 金 に お け る 預 金 の 内 訳 （ 金 融 機 関 種 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ） ＞  

＜ 基 金 に お け る 債 券 の 内 訳 （ 債 券 種 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ） ＞        

＜ 基 金 に お け る 金 融 商 品 別 ポ ー ト フ ォ リ オ ＞              
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 オ  準 公 営 企 業 会 計 資 金  

(ア ) 平均残高の見通し  

準 公 営 企 業 と は 、 地 方 公 営 企 業 法 の う ち 、 財 務 規 定 等 が 適 用 さ れ る、

地方公共団体が経営する企業である。都では、「東京都地方公営企業の

設置等に関する条例」において、地方公営企業法の規定の一部が適用さ

れる事業として、臨海地域開発事業、港湾事業、市場事業及び都市再開

発事業の４事業を設置している。  

令和５年度の準公営企業会計資金（４事業の各会計）の平均残高は、

合計で 8,900 億円程度となる見込みである。    

 

＜令和５年度準公営企業会計資金平均残高（見込み）＞  

 

会   計   名  平均残高  

臨 海 地 域 開 発 事 業 会 計      2,400 

港 湾 事 業 会 計        300 

中 央 卸 売 市 場 会 計     5,700 

都 市 再 開 発 事 業 会 計        500 

合  計（４会計）  8,900 
      

   

(イ ) 運用方法及び想定資金配分  

準公営企業会計の資金は、所管局の依頼に基づき、日々の支払に備え

る支払準備金は普通預金で保管し、これを上回る運用可能資金について

は、定期性預金等による運用を基本に、できる限り長い期間運用する。  

令和５年度に想定する資金配分は、以下のとおりである。  

 
＜準公営企業会計  想定資金配分＞  

（ 単 位 ： 億 円 ）  

区     分  平均残高  割合  

支払準備金          900      10％  

運用可能預金（定期性預金）        8,000      90％  

全     体        8,900     100％  

（ 単 位 ： 億 円 ）  
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 (５ )  公 金 管 理 実 績  

公金の保管・運用の実績について、年度及び四半期ごとに公表している。

令 和 ４ 年 度 の 年 間 の 運 用 利 回 り は 、 歳 計 現 金 等 、 基 金 、 準 公 営 企 業 会 計 資

金の全てについて横ばいであった。  

 

歳計現金等

基金

準公営企業会計資金

（億円）

（億円）

37,480 35,793 35,958 36,252 35,720 35,230 

0.047% 0.047% 0.050% 0.044%
0.050% 0.046%

0.0

0.1

0.2

0.3

0

7,500

15,000

22,500

30,000

37,500

45,000

３年度 ４年度 ４年度第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

8,982 8,967 9,352 
8,762 8,882 8,873 

0.007% 0.007% 0.007% 0.007% 0.007% 0.007%

0.0

0.1

0.2

0.3

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

３年度 ４年度 ４年度第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（億円） （％）

（％）

（％）

11,866

14,559

9,084

17,309

14,472

17,373

0.001% 0.001% 0.001%
0.002% 0.001%

0.001%

0.0

0.1

0.2

0.3

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

３年度 ４年度 ４年度第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

 

（令和４年度公金管理実績：資料編 (４ )P80 参照）  

＜平均残高及び利回り推移＞  
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９ 指定金融機関等に関する事務  
                             公金管理課  

普通地方公共団体の会計事務は、地方自治法第 170 条の規定により、会計管

理者がつかさどることになっているが、その事務全てを行うことは事実上困難

である。そこで現金の取扱いに熟達している金融機関にその事務の一部を行わ

せるため設けられているのが指定金融機関である。 

このほかに、収納事務の一部を取り扱う収納代理金融機関がある。 

会計管理局では、指定金融機関及び収納代理金融機関を指定する事務を行っ

ている。 

 

(１ ) 指 定 金 融 機 関 等 の機 能 と役 割  

出納事務の効率的運営と安全を図る見地から、現金の出納事務に最も熟達

している金融機関にその事務を取り扱わせることとするのが指定金融機関制

度である。  

このため、都道府県における公金の収納及び支払事務については、地方自

治法第 235 条第１項の規定に基づき、金融機関を指定して取り扱わせなけれ

ばならないとされており、この都道府県において指定した金融機関を指定金

融機関という。また、このほかに収納事務の一部を取り扱う収納代理金融機

関がある。  

指定金融機関は、法令及び知事の定める諸規程に従って、公金の収納及び

支払の事務並びに預金を取り扱い、また、収納代理金融機関において取り扱

う公金の収納事務を総括するとともに、当該自治体に責任を負うことが義務

づけられている。  

都における公金の収納事務は、都民や企業から都税や各種使用料・手数料

等を収納するため、指定金融機関のほか、普通銀行、信用金庫、信用組合、

農業協同組合等 163 法人（令和５年８月 1 日現在）に及ぶ金融機関が取り扱

っている。一方、公金の支払事務は、都の事業執行等に伴う債権者等に対し、

指定金融機関を通じて支払われている。 
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＜公金の流れと金融機関との関係＞ 

    

 

 

 

 

注   上記以外に、コンビニエンスストア等による収納がある。  

（令和４年度公金収納実績：資料編(５)P81 参照） 

 

(２ ) 指 定 金 融 機 関 等 の指 定 状 況  

 ア 指定金融機関  

現在、都では「株式会社みずほ銀行」を指定している。  

経緯  

・昭和 39 年４月    

地方自治法改正により、指定金融機関制度が創設。  

「株式会社富士銀行」が都の指定金融機関となる。  

・平成 14 年４月   

「株式会社富士銀行」「株式会社第一勧業銀行」「株式会社日本興  

業銀行」の三行が、吸収分割及び合併により「株式会社みずほ銀  

行」と「株式会社みずほコーポレート銀行」の二行に統合及び再  

編された。この際、地方自治法施行令の規定により、指定金融機  

関業務の継承行である「株式会社みずほ銀行」を指定金融機関に  

指定した。  

 

 

 
 

収納 収納

収納  

支払 支払  

収納  

東  

 
京

 
都

み
ず
ほ
銀
行 

収
納
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理
金
融
機
関 

 

都

民 

・ 

企

業
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指
定
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関 
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・平成 25 年７月   

「株式会社みずほコーポレート銀行」を存続行、「株式会社みずほ  

銀行」を消滅行とする吸収合併が行われた。また、同日付で「株  

式会社みずほコーポレート銀行」から「株式会社みずほ銀行」へ  

の商号変更が行われた。この際、指定金融機関としての権利・義  

務を「株式会社みずほ銀行」が承継し、現在に至る。  

 

イ 収納代理金融機関     

収納代理金融機関は、地方自治法施行令第 168 条第４項の規定に基づき

指定している。その指定は、「東京都指定金融機関等の指定及び検査要綱」

に定める基準を充足する金融機関の中から、経歴、信用等を調査した上で

行っている。  

   なお、日本郵政公社については、東京郵政局との協定及び郵便振替法に

基づき収納事務を取り扱わせていた。しかし、平成 19 年 10 月１日、同公

社の民営化により株式会社ゆうちょ銀行が発足するとともに同法が廃止さ

れたことから、他の金融機関と同様の条件で、新たに株式会社ゆうちょ銀

行を収納代理金融機関として指定した。 

                 

＜指定金融機関等の指定状況＞ 

 （令和５年８月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 注   表中の「その他」とは、中央労働金庫をいう。 

 法人数 

指定金融機関         1 

収納代理金融機関          163 

  

内 

 

 

 

訳 

普通銀行           93 

信託銀行             4 

信用金庫            31 

信用組合            19 

農業協同組合   15 

その他            1 

合    計         164 
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東 京 都 （知事）  

歳入徴収官 

官署支出官 

（会計管理者）

 

国 (所管大臣)  

 会計検査院  

会計事務を行うことについての同意の求め 

知事の同意  

所管大臣への報告  

１０ 国費に関する会計事務  
出納課  

国費に関する会計事務は、国の会計事務のうち、会計法等の規定に基づき、

知事の同意の上、都道府県が行うもので、地方自治法第２条第９項第１号に

規定する第一号法定受託事務である。会計管理者は、会計法及び国の債権の

管理等に関する法律の規定に基づく知事の指定により、「歳入徴収官」、「官署

支出官」として、国の歳入、歳出及び債権管理に関する事務を行っている。 

 

(１ ) 歳 入 徴 収 官 （ 歳 入 事 務 ）  

国の徴収すべき歳入について、徴収決定及び債務者に対する納入告知の事

務、収納、督促等の事務を行う（会計法第 48 条）。 

(２ ) 官 署 支 出 官 （ 歳 出 事 務 ）  

国の支出の原因となる契約その他の支出負担行為の確認、国の支出すべき

債務の調査確認及び支出の決定等の事務を行う（会計法第 48 条）。  

(３ ) 債 権 管 理  

歳入徴収官が所管する国の債権に関する登録、保全、取立て及び消滅等の

事務を行う（国の債権の管理等に関する法律第５条）。 

 

＜国費会計事務フロー図＞ 

 

 

 

 

 
会計検査院への報告  
支出証拠書等の提出  

債務者  債権者  

 収入   支出  
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１１ 準公営企業に関する会計事務   
公金管理課・出納課  

準公営企業会計とは、地方公営企業法第２条第３項の規定に基づき、地方

公営企業法の一部（財務規定等）が適用される事業（準公営企業）に係る収

支を経理する会計である。 

都では、準公営企業として、臨海地域開発事業、港湾事業、市場事業及び

都市再開発事業を設置している（東京都地方公営企業の設置等に関する条例

第１条第１項第８号から第 11 号）。 

会計管理局では準公営企業の業務に係る公金の出納及び保管の事務を行っ

ている。 

 

(１ ) 特 別 企 業 出 納 員 の設 置  

準公営企業に係る公金の領収、支払及び保管に関する事務処理の統一性・

的確性を期するため、会計管理局に特別企業出納員を置き、事務を処理して

いる。特別企業出納員は、会計管理局管理部長をもって充てている。 

(２ ) 出 納 取 扱 金 融 機 関 等 の指 定 状 況  

地方公営企業法第 27 条の規定に基づき、準公営企業の業務に係る公金の

出納又は収納の事務及び預金を取り扱わせるため、出納取扱金融機関として

株式会社みずほ銀行を、収納取扱金融機関として株式会社三菱ＵＦＪ銀行ほ

か 11 金融機関を指定している。 

＜準公営企業会計 収入・支出フロー図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

納 入 通 知 書  

債 権 者  

納  付  

支  払  
【 支 出 事 務 】  

 

 

 

 

 

 

(各 局 長 等 )  

出 納 取 扱 金 融 機 関  

【 収 入 事 務 】   

 

特 別 企 業 出 納 員  

会 計 管 理 局  

管 理 部 長  伝 票 発 行 者  

収 入 徴 収 者  

収 納 取 扱 金 融 機 関  

納 入 者  
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